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(kW) 導入水準
(19年３月)

FIT前導入量
＋FIT認定量
(19年３月)

ミックス
(2030年度)

ミックスに
対する

導入進捗率

太陽光 4,870万 8,480万 6,400万 約78%

風力 370万 1,080万 1,000万 約37%

地熱 54万 60万
140～

155万
約37%

中小
水力

970万 990万
1,090～

1,170万
約86%

バイオ 380万 1,130万
602～

728万
約60%

※バイオマスはバイオマス比率考慮後出力。
※改正FIT法による失効分（2019年3月時点で確認できているもの）を反映済。
※地熱・中小水力・バイオマスの「ミックスに対する進捗率」はミックスで示された値の中間値

に対する導入量の進捗。

エネルギーミックス実現への道のり

２０１０
年度

水力 8.8
～9.2％程度

風力 1.7％程度

地熱 1.０
～1.１％程度

太陽光
7.0％程度

ﾊﾞｲｵﾏｽ
3.７～4.６％程度

２０３０
年度

ベースロード比率
：５６％程度

１０，６５０億kWh
（電力需要＋送配電ロス等）

＜電源構成＞

火力全体：６５％
ＬＮＧ ２９％
石油 ９％
石炭 ２８％

原子力 ２５％

再エネ ９％

２０１７
年度

再エネ １６％

原子力 ３％

原子力
２２～２０％程度

火力全体：５６％程度
ＬＮＧ ２７％程度
石油 ３％程度
石炭 ２６％程度

再エネ
２２～２４％程度

火力全体：８１％
ＬＮＧ ４０％
石油 ９％
石炭 ３２％

風力 0.6％

地熱 0.2％

太陽光
5.2%

ﾊﾞｲｵﾏｽ 2.1％

水力
7.9%

1



（参考）再エネ導入量の推移

（JPEA出荷統計、NEDOの風力発電設備実績統計、包蔵水力調査、地熱発電の現状と動向、RPS制度・固定価格買取制度認定実績等より資源エネルギー庁作成）

余剰電力買取制度 FIT制度
RPS制度

(万kW)

再生可能エネルギー等による設備容量の推移

(年度)

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

太陽光

風力

中小水力

地熱

バイオマス

年平均伸び率
５％

年平均伸び率
９％

年平均伸び率
22％

2



設備導入量（運転を開始したもの）

再生可能
エネルギー
発電設備
の種類

固定価格買取制度導入前 固定価格買取制度導入後

2012年６月末
までの累積導入量

制度開始後合計
（2019年3月末まで）

太陽光
（住宅）

約４７０万ｋＷ
６１４万ｋＷ

（１，３２５，８４４件）

太陽光
（非住宅）

約９０万ｋＷ
３, ８４３万ｋＷ

（５７３，１４８件）

風力 約２６０万ｋＷ
１１４万ｋＷ

（１，１０２件）

地熱 約５０万ｋＷ
３万ｋＷ

（６２件）

中小水力 約９６０万ｋＷ
３６万ｋＷ

（４５６件）

バイオマス 約２３０万ｋＷ
１７１万ｋＷ
（３５８件）

合計 約２，０６０万ｋＷ
４, ７８０万ｋＷ

（１，９００，９７０件）

認定容量

固定価格買取制度導入後

2012年7月～
2019年3月末

６４３万ｋＷ
（１，３８１，５６６件）

７，２７１万ｋＷ
（７８２，４８８件）

８２８万ｋＷ
（８，０９４件）

８万ｋＷ
（８８件）

１２３万ｋＷ
（６５４件）

９０１万ｋＷ
（６４９件）

９，７７４万ｋＷ
（２,１７３,５３９件）

５３.２％
※ バイオマスは、認定時のバイオマス比率を乗じて得た推計値を集計。 ※ 各内訳ごとに、四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。
※ 改正FIT法による失効分（2019年3月時点で確認できているもの）を反映済。

 2019年3月末時点で、FIT制度開始後に新たに運転を開始した設備は、約4,780万kW（制
度開始前の約2.３倍）。FIT認定容量は、約9,774万kW。

 FIT認定容量のうち、運転開始済の割合は約53％。FIT制度開始後に新たに運転を開始した設
備容量の約93%、FIT認定容量の約81％を太陽光が占める。

再生可能エネルギーの導入状況
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平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年平成3１年令和元年

認定量（1000kW以上30000kW未

満）
認定量（200kW以上1000kW未満）

認定量（200kW未満）

運転開始量

（ｋW） 合計
124万ｋW
（659件）

3.3万ｋW
（392件）

7.4万ｋW
（133件）

113万ｋW
（134件）運転開始量

34万ｋW（416件）

現在、１２４万ｋW（６５９件）の中小水力発電設備がFIT認定を取得し、そのう
ち４５万ｋW（４９８件）が運転を開始している。

中小水力発電の認定・運転開始状況 （２０１９年６月末）
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第５０回調達算定より

 中小水力発電については、エネルギーミックス（1,090～1,170万kW）の水準に対して、 2019年
６月末時点のFIT前導入量＋FIT認定量は990万kW、導入量は980万kW。

 2019年度の買取価格は、200kW以上1,000kW未満で29円/kWhなどであるが、海外の買取価格と
比べて高い。
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200kW未満 FIT前設備の更新（増出力あり）

FIT導入前 2016年3月 2019年6月 ミックス

FIT前導入量
960万kW

FIT前+FIT認定量
980万kW

FIT前+FIT認定量
990万kW

導入量
970万kW

導入量
980万kW

1090～1170万kW

既存設備更新
60万kW

10万kW
20万kW

10万kW
10万kW

90万kW

30万kW
FIT新規認定分

（万kW）

＜中小水力発電（200kW）の各国の買取価格＞＜中小水力発電のFIT認定量・導入量＞

※資源エネルギー庁作成。1ユーロ＝120円、1ポンド＝150円で換算。
欧州の価格は運転開始年である。入札対象電源となっている場合、落札価格の加重平均である。
フランスは発電効率等により価格が異なるが、最も安い場合の価格を採用した。

29.0円

14.7円

（円/kWh）

10万kW

※  改正FIT法による失効分（2019年6月時点で確認できているもの）を反映済。
※  新規認定案件の75%は既存設備の更新（増出力なし）、5%は既存設備の更新（増出力あり）と

仮定している。

（参考）中小水力のFIT認定量・導入量・買取価格



出典：資源エネルギー庁「包蔵水力調査」（平成３０年３月末時点）

■未開発
■工事中
■既開発

出力ベース 地点ベース
100,000kW
以上

50,000kW～
100,000kW

30,000kW～
50,000kW

10,000kW～
30,000kW

5,000kW～
10,000kW

3,000kW～
5,000kW

1,000kW～
3,000kW

1,000kW
未満

（kW）

※発電未利用のまま残されている勾配のある地点、設備利用率の向上や河川の有効利用に係る既存発電所の再開発可能性のある地点や発電に用いられ
ていない地点等。

大規模は
既に多くが
開発済

未開発のポテンシャルは
３万ｋW未満の
中小水力が中心

３万kW以上
大規模水力

３万kW未満
中小水力

河川における一般水力では、大規模地点は既に開発済みであり、今後は中小規模地点の
開発が中心となる（未開発地点※は平成３０年３月末時点で約２,７００地点、
約１,２００万kW）。
３万kW未満を中心に多くの未開発地点があるが、奥地かつ小規模であるため、高コストで
あることが課題。

【河川における包蔵水力（一般水力） 】

一般水力発電の開発の現状と課題
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FITの認定件数は５００件程度あるものの、平成２２年時点と平成３０年度時点の包蔵
水力を比較すると２２カ所、約２０万ｋWしか開発されていない。
現在のFIT申請の大半は既設開発箇所の改修（リプレイス）又は増設による開発であること
が予想され導入量の大幅増には至っていない。（未開発地点の開発は進んでいない。）

一般水力発電の開発の現状（平成２２年３月末時点との比較）
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【平成２２年３月時点からの包蔵水力（一般水力） 未開発地点の減数】
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再エネ・NW小委
（2017.12～）

対応

 FIT制度は、再生可能エネルギー導入初期における普及拡大と、それを通じたコストダウンを実現することを目的
とする制度。

 時限的な特別措置として創設されたものであり、「特別措置法」であるFIT法にも、2020年度末までに抜本的
な見直しを行う旨が規定されている。

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成23年法律第108号）附則
（見直し）
第二条
３ 政府は、この法律の施行後平成三十三年三月三十一日までの間に、この法律の施行の状況等を勘案し、
この法律の抜本的な見直しを行うものとする。

太陽光発電への偏重
（大量の未稼働案件）

国民負担の増大

電力システム改革

事業計画認定制度の創設
•新たな未稼働案件の防止
•適切な事業実施の確保

入札制度の導入
中長期価格目標の設定

送配電買取への移行

リードタイムの長い電源の導入
•複数年価格の提示

長期安定発電を支える環境が未成熟

立地制約の顕在化（洋上風力発電等）

引き続き高い発電コスト（内外価格差）

国民負担の抑制は待ったなし

「系統制約」の顕在化

適切な調整力の必要性

FIT創設（2012.7～）

生じた課題

改正FIT法（2017.4～）

対応 残存する課題・生じた変化

再生可能エネルギー
の主力電源化

次世代電力ネットワーク
の構築

FIT制度の抜本見直しと再エネ政策の再構築に向けて
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 2019年度の買取費用総額は3.6兆円、賦課金総額は2.4兆円。再エネ比率10％→16%（+6%
：2017年度）に約2兆円/年の賦課金を投じた。今後、16％→24%（+8%）を+約１兆円/年で
実現する必要がある。

国民負担の増大と電気料金への影響
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賦課金

2030
年度

2012
年度

2017
年度

再エネ比率 24%
買取費用総額 4.0兆円
賦課金総額 約3兆円

再エネ比率 +6%
買取費用 35円/kWh
賦 課 金 2.6円/kWh

再エネ比率 +8%
買取費用 16円/kWh
賦 課 金 0.9円/kWh

再エネ比率 10%

（注）2017～2019年度の買取費用総額・賦課金総額は試算ベース。
2030年度賦課金総額は、買取費用総額と賦課金総額の割合が2030年度と2017年度が同一と仮定して算出。
kWh当たりの買取金額・賦課金は、（１）2017年度については、買取費用と賦課金については実績ベースで算出し、
（２）2030年度までの増加分については、追加で発電した再エネが全てＦＩＴ対象と仮定して機械的に、①買取費用は総
買取費用を総再エネ電力量で除したものとし、②賦課金は賦課金総額を全電力量で除して算出。

2019
年度

買取費用総額 3.6兆円
賦課金総額 2.4兆円

＜旧一般電気事業者の電気料金平均単価と賦課金の推移＞（円/kWh）

電灯料
（家庭用）

電力料
産業用

業務用
0.22円
相当

（1%）

0.35円
相当

（2%） 0.75円
相当

（3%） 1.58円
相当

（8%）

2.25円
相当

（12%）

（注）発受電月報、各電力会社決算資料等をもとに資源エネルギー庁作成。
グラフのデータには消費税を含まないが、併記している賦課金相当額には消費税を含む。
なお、電力平均単価のグラフではFIT賦課金減免分を機械的に試算・控除の上で賦課金額の幅を図示。

( )内は電気料金に占める賦課金の割合

再エネ比率 16%
買取費用総額 2.7兆円

（実績：2.4兆円）

賦課金総額 2.1兆円
（実績：2.2兆円）

2012⇒2013
＋92%

2013⇒2014
＋88%

2014⇒2015
＋104%

2015⇒2016
＋25%

2016⇒2017
＋18%

2017⇒2018
＋13%

前年度からの
買取費用総額の伸び率

2.64円
相当

（14%）

2018⇒2019
＋17%

0.22円
相当

（1%）

0.35円
相当

（1%）

0.75円
相当

（3%）

1.58円
相当

（6%）

2.25円
相当

（9%）

2.64円
相当

（10%）

賦課金

2.90円
相当

（12%）

2.90円
相当

（15%）

6

（円/kWh）

国民負担の増大と電気料金への影響



（参考）各電源の発電コストの状況

10
※ 定期報告データによる実績値（資本費・運転維持費・設備利用率）。急速なコストダウンが見られる太陽光発電は運転開始年ごと、太陽光発電以外は全期間における平均値を採用した。
※ 洋上風力発電・地熱発電（15,000kW以上）は定期報告データが少ない又は存在しないため、現行の調達価格の諸元を用いて計算した。
※ 大規模一般木材等は10,000kW以上、小規模未利用材は2,000kW未満を指す。
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 FIT制度の定期報告データ（実績）をもとに、各電源の発電コストを機械的に計算した結果は以下の
とおりとなる。



２再生可能エネルギーの主力電源化に向けた今後の検討に当たっての基本原則

 先行してFIT制度を導入した諸外国においてはFITからの制度移行が進んでいるが、我が国においても、
FIT制度がもたらした成果と課題を踏まえ、今後、我が国の電力システムに持続可能な形でより多く
の再生可能エネルギーを導入し定着させていくため、FIT制度の見直しについて検討を行っていく必要
がある。

 こうした検討は、以下３つの基本原則の下で進めていく。

“主力電源”たる再生可能エネルギーの導入拡大・定着

①更なるコストダウン・
国民負担の抑制と
導入拡大の両立

③電力システムとの統合
と変容する需要への適合

②長期安定

制度設計の基本３原則

3E+S 再生可能エネルギーの意義
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＜参考＞ 再エネ大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会の中間整理（第３次）概要

次
世
代
電
力
Ｎ
Ｗ

へ
の
転
換

再
エ
ネ
の
大
量
導
入
を
支
え
る

次
世
代
電
力
Ｎ
Ｗ
の
構
築

発
電
コ
ス
ト

系
統
制
約
・
調
整
力

事
業
環
境

課題・エネ基の方向性

• 適地偏在性への対応

• 再エネ大量導入を支える
ネットワーク整備や運用

• 再エネ出力変動への対応

• 長期安定的な事業運営に
対する懸念

• 地域との共生事業実施に
対する地元の懸念

• 国際水準と比較して高い
発電コスト

• 国民負担の増加再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
主
力
電
源
化

コストダウンの加速化
とFITからの自立化

長期安定的な
事業運営の確保

アクションプランの
着実な実行

主力電源化に向け、国民負担を抑制しつつ最大限導入を加速させていくための、今後の方向性

電
源
の
特
性
に
応
じ
た

制
度
の
在
り
方

適
正
な
事
業
規
律

適正な事業規律

太陽光発電設備の廃棄等費用の確保に向けた外部積立制度の検討

小規模太陽光等の安全確保に向けた規律の強化

再生可能エネルギーの大量導入を支える次世代電力ネットワーク

電源の特性に応じた制度構築

主力電源化に向けた２つの電源モデルと政策の方向性

需給一体型の再エネ活用モデルの促進

既認定案件の適正な導入と国民負担の抑制

「プッシュ型」の計画的系統形成

系統増強負担のFIT賦課金方式の活用の検討

出力制御対象の拡大

 ①競 争 電 源：更なるコストダウン＋電力市場への統合に向けた新制度検討
 ②地域活用電源：レジリエンス向上＋需給一体型活用を前提に基本的枠組み維持

その他当面の課題への対応
太陽光発電の法アセスと運転開始期限

再エネ電源に対する発電側基本料金の課金の在り方
再エネ海域利用法の運用における既存系統の活用の在り方

再エネ大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会の中間整理（第３次）概要



競争力ある電源への
成長が見込まれる電源

（競争電源）

例：大規模事業用太陽光、風力、大規模地熱、中規模水力

地域で活用される電源
（地域活用電源）

例：住宅用太陽光、小規模事業用太陽光、
小規模地熱、小規模水力、バイオマス

 投資インセンティブは維持しつつ、電力市場と

連動した仕組みに変更。

 自家消費や地域内循環により、地域の

レジリエンス強化に資する。

 他方、コスト低下には課題。

 導入量が増加、コスト競争力の上昇が期

待。

 一方で、「固定価格買取」の結果、電力市場

と関係なく発電するため、非効率。

 地域への貢献／供給を要件に、FIT

制度での支援を継続。

意
義
と
課
題

方
向
性

電源の特性に応じたFIT制度の見直し
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地域活用電源に係る制度の考え方（まとめ）（案）

小規模事業用
太陽光発電

小規模地熱発電

小水力発電

バイオマス発電

（低圧（50kW未満）として系統接続されるもの【2020年度から設定を前提に算定委に検討要請】）

 余剰売電を行う設備構造・事業計画

 災害時に活用可能な設備構造・事業計画

（高圧（50kW以上）として系統接続されるもの）

 地域での活用実態やニーズを見極めつつ今後検討

 地域活用電源については、電源の立地制約等の特性に応じて、自家消費や地域消費（熱電併給を
含む）を通じて、レジリエンスの強化に資するよう、地域活用要件を設定する。

 その上で、今後は、以下の地域活用要件を充足する案件について、FIT制度の対象とする。

（電気の消費）

 災害時の電気の活用を市町村の防災計画等に位置付け

 自家消費や地域における電気の融通

（熱の消費）

 災害時の熱の活用を市町村の防災計画等に位置付け

 地域における熱の融通

14
※ 具体的な規模は、今後の調達価格等算定委員会において、業界団体ヒアリングも踏まえながら検討することとしてはどうか。

また、大規模案件の取扱いについては、地域での活用実態やニーズを見極めつつ今後検討することとしてはどうか。



（参考）グレーゾーン制度の活用による水力発電の促進事例について

グレーゾーン解消制度

平成26年に制定された産業競争力強化法に基づく制度。
プロジェクト型「規制のサンドボックス」、新事業特例制度とともに企業の個々の事業内容に即して規制改革を進める
ことを狙いとして創設。
事業者が、現行の規制の適用範囲が不明確な場合においても、安心して新事業活用を行い得るよう、具体的な
事業計画に即して、あらかじめ規制の適用の範囲の有無を確認できる。

活用事例

事業概要：自治体が保有する水道施設にマイクロ水力発電システムを設置し、管理・運用・売電を行う。様々な
自治体の水道事業者、送配電事業者と協力し、再生可能エネルギーによる発電事業に取り組む。

〇確認事項
新事業活用における売電用途の小水力発電設備が、水道関連設備と一体のものとして都市公園法
第７条第１項第２号に規定する「その他これらに類するもの」に該当することを確認したい。

〇国土交通省からの回答

水道管に接続する小水力発電設備は、都市公園法第７条第１項第２号に規定する「水道管、下水道管、
ガス管その他これらに類するもの」に該当すると解して差し支えないので、具体的な設置の可否については、
公園管理者と個別に協議されたい。

本制度の概要等についてはこちら：https://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/shinjigyo-kaitakuseidosuishin/index.html
上記活用事例の詳細はこちら：https://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/shinjigyo-kaitakuseidosuishin/result/gray_zone.html


